
第２ 三重県財政の現状

ポイント

 歳入面については、県税収入額は増加傾向で推移していたが、
直近では、新型コロナウイルス感染症の影響等に伴い減少に転じ
ている。一方で、地方交付税や国庫支出金の増加等により、県債
発行額は約1,200億円～1,300億円台で安定的に推移。

 歳出面については、公債費・人件費等の義務的経費は減少傾
向にあるものの高い水準で推移し、社会保障関係経費は増加を
続けてきたことに加え、直近では、新型コロナウイルス感染症対策
経費等が大きく伸びている。

 県の財政状況は改善傾向にあるが、持続可能な行財政運営を
確保するため、引き続き「第三次三重県行財政改革取組」に基づ
き、多様な財源の確保や経常的な支出の抑制など、財政基盤強
化の取組を着実に進めることが重要。

ただし、新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない中で、
感染状況や社会経済情勢の変化、国の財政金融政策の動向を注
視し、状況に応じて機動的に対応していく。
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１．地方財政の構造

① 国・地方自治体（都道府県・市町村）は、住民から税を徴収する。
② 国・地方自治体は、道路、公園、学校などの社会資本整備等のために、国債や地方債を発行すること

で、金融市場から資金調達する。
③ 国から地方自治体に対して地方交付税等により財政資金が移転される。
④ 国・地方自治体は、これらの資金を活用して、住民サービスを提供する。
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２．普通会計歳入の推移

歳入総額は、７，０００億円程度で安定的に推移してきたが、新型コロナウイルス感染症への対応に伴う国
庫支出金の増などにより、令和２年度は８，０００億円を超える見込み。

億円

図１ 普通会計歳入の推移

（注１）普通会計決算ベース（令和３年度は当初予算額、令和２年度は最終補正後予算額）
（注２）普通会計とは、財政比較などのために、全国統一的に用いられる会計のことで、一般会計と特別会計の一部を合わせたもの。

三重県では、１１の特別会計のうち、８つの特別会計と一般会計とを合わせて普通会計としている。
（注３） 「県税収入」とは、地方消費税清算後の県税収入をいう。

３．県税収入の推移

近年、県税収入は、法人二税や個人県民税を中心に増加傾向にあったが、令和元年度以降、世界経済
の減速や新型コロナウイルス感染症の影響等により減少傾向。
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図２ 県税収入の推移
億円

（注１）普通会計決算ベース（令和３年度は当初予算額、令和２年度は最終補正後予算額）
（注２） 「県税収入」とは、地方消費税清算後の県税収入をいう。
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４．地方一般財源収入の推移

一般財源収入は増加傾向。令和元年度以降、県税収入が減少する一方、地方交付税が増加している。
臨時財政対策債等については減少傾向にあったが、令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響に

より大幅に増加。

2,075 2,052 2,059 2,068 2,163 2,268 
2,503 2,526 2,603 2,796 2,675 2,632 2,596 

155 265 276 265 
312 

378 
340 293 301 

336 
342 300 249 

1,292 
1,451 1,419 1,391 

1,365 
1,373 

1,352 1,409 1,393 
1,379 

1,305 1,431 1,473 

804 

799 640 693 
665 

600 
543 433 487 

396 
486 436 602 4,326 

4,568 
4,393 

4,417 4,504 
4,619 

4,737 
4,660 

4,784 4,908 4,808 4,798 
4,920 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

H21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 Ｒ元 2 3

図３ 地方一般財源収入の推移
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（注１） 普通会計決算ベース（令和３年度は当初予算額、令和２年度は最終補正後予算額）
（注２） 「県税収入」とは、地方消費税清算後の県税収入をいう。
（注３） 「地方譲与税等」とは、「地方譲与税」および「地方特例交付金」をいう。
（注４） 「臨時財政対策債等」とは、「臨時財政対策債」および「減収補てん債（特例分）」をいう。

５．県債発行額の推移

近年、臨時財政対策債等の減少により、県債発行額は減少傾向。建設地方債等の発行額は安定的に推
移していたが、令和２年度は、国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」への対応等に
より増加。

令和３年度の県債発行額は、新型コロナウイルス感染症に伴う影響による臨時財政対策債等の発行増は
あるものの、令和２年度と比べると、減少する見込み。
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図４ 県債発行額の推移
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0

（注１） 普通会計決算ベース（令和３年度は当初予算額、令和２年度は最終補正後予算額）
（注２） 「建設地方債等」とは、「退職手当債、臨時財政対策債等以外の地方債」をいう。
（注３） 「臨時財政対策債等」とは、「臨時財政対策債」および「減収補てん債（特例分）」をいう。
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６．基金残高の推移

基金残高（県債管理基金含む）は、平成２８年度以降、増加傾向にあったが、令和３年度は、国民体育大
会・全国障害者スポーツ大会運営基金等の取り崩しにより減少する見込み。

県債管理基金については、市場公募債の発行を開始した平成２２年度から、毎年度、市場公募債発行額
の３０分の１を積み立てているが、近年、当初予算編成時の財源不足を補うために積立ての一部を見送っ
ていることから、一定の基金残高を有しているものの、今後、計画的な積立てが必要（これまでの積立不
足額は１４９億円（令和３年度末見込み））。

（注）令和３年度は５月補正予算後の年度末残高見込、令和２年度は最終補正予算後の年度末残高見込、令和元年度までは決算額。
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図５ 基金残高の推移

（注）令和３年度は当初予算後の年度末残高見込、令和２年度は最終補正後予算後の年度末残高見込、令和元年度までは決算額。

７．普通会計歳出の推移

歳出総額は、６，０００億円台後半で安定的に推移してきたが、令和２年度および３年度は、新型コロナウ
イルス感染症への対応等により増加。

近年、義務的経費は減少傾向となる一方、社会保障関係経費は増加傾向。
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図６ 普通会計歳出の推移
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（注１） 普通会計決算ベース（令和３年度は当初予算額、令和２年度は最終補正後予算額）
（注２） 「税収関連交付金」とは、「利子割交付金」、「配当割交付金｣、「株式等譲渡所得割交付金」、「法人事業税交付金」、「地方消費税交付金｣、

「ゴルフ場利用税交付金」、「自動車取得税交付金」および「環境性能割交付金」をいう。

（参考）新型コロナウイルス感染症対策経費
令和２年度 ９５５億円
令和３年度 ５１２億円
※予算ベース
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８．義務的経費の推移

義務的経費は、３，３００億円から３，５００億円台で推移。
公債費は、平成３０年度以降、減少傾向にあるが、依然として１，１００億円台の高い水準で推移。
人件費は、総人件費抑制の取組により減少傾向。
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図７ 義務的経費の推移
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（注） 普通会計決算ベース（令和３年度は当初予算額、令和２年度は最終補正後予算額）

９．公債費と県債残高の推移

県債残高全体としては、増加傾向が続く見込み。
一方、建設地方債等残高については、平成２４年度をピークに減少傾向を維持している。
公債費は、近年、１，１００億円から１，２００億円台で推移。今後のピークは、令和４年度と見込まれる。
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図８ 一般会計公債費・県債残高将来推計凡 例

年度末残高 （臨時財政対策債等）

年度末残高 （建設地方債等）

公債費（合計）

（注１） 県債発行額は、令和元年度までは決算額、令和２年度は最終補正後予算額、令和３年度は当初予算額に年度内補正見込額４８億円を加算、
令和４年度以降は令和３年度（加算後）と同程度としたもの。

（注２） 臨時財政対策債等は、国の地方財政対策により決定される臨時財政対策債や災害に対応するための災害復旧事業債等、発行について県の裁量の余地のないもの。
令和２年度以降は、国の「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」等に係るものを含む。

（注３） 公債費は、みえ地域コミュニティ応援ファンドおよびみえ農商工連携推進ファンドの解体に伴い発生する国の予算等貸付金債の償還金（Ｈ２９：８億円、Ｈ３０：３２億円、
Ｒ元：２０億円）を除いた数値。 - 8 -
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１０．人件費と職員数の推移

総人件費については、団塊世代の職員が退職を迎えることに伴い、退職手当が２００億円程度の高い水準
で推移しているものの、職員数の削減に伴い、減少傾向で推移している。

特に、職員数については、近年、総人件費の抑制の観点から、職員数の削減に取り組んできたことにより、
減少傾向を維持（令和２年度で平成２１年度対比６．７％（1,536人）減）。

図９ 人件費（普通会計決算ベース）と職員数の推移

（注１）普通会計決算ベース（令和３年度は当初予算額、令和２年度は最終補正後予算額）
（注２）職員数は公営企業等会計部門の職員数を除いたもの。

１１．社会保障関係経費の推移
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◆社会保障関係経費については、高齢化率の上昇等に伴い年々増加し、今後も増加することが見込まれる。
（参考）三重県の高齢化率は２９．７％（令和元年 全国第３１位）

図10 社会保障関係経費（普通会計決算ベース）の推移
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（注） 普通会計決算ベース（令和３年度は当初予算額、令和２年度は最終補正後予算額）
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１２．投資的経費の推移

近年、減少傾向で推移していたが、令和２年度は、国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化
対策」への対応等により増加。

（注） 普通会計決算ベース（令和３年度は当初予算額、令和２年度は最終補正後予算額）
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図11 投資的経費の推移
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これまでの行財政改革取組の成果等により、財政力指数、経常収支比率、実質公債費比率、将来負担比
率は、それぞれ改善傾向にある。

（注）例年、資金不足は生じておらず、資金不足比率は算定していない。
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１４．第三次三重県行財政改革取組の継続（持続可能な行財政運営の確保）

【改革の方向性】

 機動的かつ弾力的な行財政運営が確立できるよう、経
常的な支出の抑制を図るとともに、多様な財源確保の
取組を継続します。

 総人件費の抑制を図りながら、簡素で効率的・効果的
な業務執行が可能となる組織体制の整備を進めます。

 市町の現年度対策、三重地方税管理回収機構の活用
について、三重県地方税収確保対策連絡会議等を通
じ、地域の県税事務所から市町へ働きかけることで、
市町と県の連携を強め県全域で展開を図ります。

 また、納税者の利便性をさらに高めることで納期内納
付の推進を図るため、県民がより納税しやすい環境の
整備に向けて取組を進めます。

【今後の取組内容】

 歳出面においては、特に、公債費、社会保障関係経
費、人件費及び庁舎管理経費などの経常的な支出の
抑制を図るとともに、歳入面において、歳入の４割を占
める県税収入の確保に加え、未利用財産の売却や国
の支出金等の積極的な活用などにより、一層の歳入
確保に取り組みます。

県財政の基盤強化と
機動的かつ弾力的な行財政運営の確立

【改革の方向性】
 多様化する県民ニーズに応えられるよう、事業の構築

等に県民が参加する取組を実施するとともに、これま
で検討してきた県有施設見直しの推進を図ります。

【今後の取組内容】
 事業の質的向上や限られた資源の有効活用を図るた

め、県民参加型予算を実施するとともに、事務事業の
積極的な見直しに取り組みます。

 また、廃止や統合を含めた施設のあり方の見直しによ
る維持管理費の抑制と、新たな県民ニーズへの対応
や県民サービスの向上をめざし、県有施設の見直しを
着実に推進します。

多様化する県民ニーズに
応えるための取組の推進

指標名 Ｒ３（現状） Ｒ５（⽬標）

経常収⽀適正度 ９９．3％ ９９．０％

県債残⾼
（臨時財政対策債等を除く）

７，５７５億円
（R3年度末⾒込）

７，６４５億円

モニタリング指標

 持続可能な行財政運営の確保については、「三重県財
政の健全化に向けた集中取組（Ｈ２９～Ｒ元）」と同様、
指標を設けて、進捗状況のモニタリングを行います。
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